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令和8年度
役場庁舎1階移動棚購入（災害復旧）
仕様書


















令和８年９月
穴水町
１　件名
令和8年度 役場庁舎1階移動棚購入（災害復旧）

２　目的
令和6年能登半島地震により、棚が変形し可動不可となった移動棚を撤去・新設し、執
務環境の復旧を図ることを目的とする。

３　数量
1式

４　納入場所
穴水町役場庁舎1階書庫
　　穴水町川島ラの174番地
 
５　納入期限
令和9年3月31日

６　集密書架の配置
別紙参考図のとおり

７　仕様
7－1　棚の種類（参考品）
株式会社文祥堂：ハンドル式集密書架BSDコンパックルneo
※同等以上の性能及び機能を有する提案を可とし、同等品を提案する場合は、
資料を事前に提出すること。

7－2　棚の構成・数量
	種類
	寸法
	数量
	単位

	3連複式可動棚
	W2815㎜×D670㎜×H2445㎜程度
	7
	列

	3連単式固定棚
	W2815㎜×D380㎜×H2445㎜程度
	1
	列

	レール
	傾斜板方式
	1
	式


※全て表記の寸法±10mm以内とする。

7－3　棚部
（１）集密書架に使用する鋼材、部品等は全てJIS規格品相当以上とすること。
（２）製品はグリーン購入法適合製品とすること。
（３）棚構造は、長期間使用しても歪み・がたつき等が生じないよう、支柱は角パイプ
　　　　支柱形状（40×40×1.6mm程度を基準）とし、横枠にて梯子状に溶接した門型支柱
を台枠に落とし込み、支柱支持金具にて補強した一体構造であること。または同等
の基準を有すること。
（４）棚本体は6段組で、各段の有効開口高さ325mm以上、有効開口間口860mm以上であ
ること。
（５）集密書架内の通路幅は800㎜以上を確保すること。
（６）棚板は、段組変更が出来るよう前後の支柱に棚受けを懸架する方式であり、25mm以
内の単位で上下に移動可能なものであること。
（７）棚板の奥行は313mm程度とすること。
（８）棚板の鋼材の厚みは、1.0mm以上とすること。
棚板の耐荷重は、60kg/段とする。ただし、複式1連当たりの耐荷重は複式奥行
600kg/連以上とする。
（９）背当たりは複式棚の中央に1本取り付け、両面を共有出来るものであること。
また、単式棚については1段に1本取り付けること。
（10）複式棚は背当たりを外して通し利用出来る構造であること。
（11）棚受けは、収容物の落下を防ぐため、高さ145mm以上の構造であること。
（12）棚には、正面側板・背面側板・サイン板を取りつけること。
（13）棚本体塗装は粉体塗装とすること。

7－4　駆動部・車輪
（１）駆動は、ハンドルの回転力を車輪へ伝える構造とすること。
（２）車輪の両側を無給油式の軸受ユニットで支持する構造であること。
（３）車輪は長時間にわたる棚の静止荷重に耐えられるよう、球状黒鉛鋳鉄製車輪を使
用し、走行性能に優れた外径φ120以上のものであること。

7－5　レール
（１）レールは、十分な強度を確保していること。形状は別紙参考図を参照のこと。
（２）レール施工方法は傾斜板方式とし、スラブにアンカーで固定すること。
（３）レールは、6.9ｍ/本（程度）とすること。

7－6　操作部
（１）可動棚正面に取り付けられたハンドルを回すことによってレール上をスムーズに
左右に動かせる操作方式であること。
（２）ハンドル回転部、車輪軸受け部等は全て無給油式を採用したメンテナンスフリー
構造とすること。
（３）ハンドル操作部は、操作時のみ力が加わり、操作していないハンドルは常に下向き
にフリーの状態を保つクラッチ機能を有すること。
（４）ハンドルのグリップは握りやすく力が入りやすいエラストマー仕様であること。
（５）ハンドル1回転の距離は90mm以上とすること。

7－7　照明器具
（１）書架間の照明器具は、LEDを使用し、書架上部に設置すること。
（２）照明器具は、通路開閉に連動して点灯・消灯すること。なお、各通路（全8通路）
の灯数は、1灯とすること。

7－8　安全性及び地震対策
（１）通路ロック装置は、通路内からロック操作が可能なサイドロック装置と操作面
からロック操作が可能なセンターロック装置の両方を有すること。
（２）サイドロック装置とセンターロック装置は連動したものであり、サイドロックを
引き出すとセンターロックも引き出され、サイドロックを押し戻すとセンターロ
ックも押し戻される機構であること。
（３）ロック表示は文字や鍵マーク、色などで確認できること。
（４）サイドロック装置は視認性が良い赤色等のノブとすること。
（５）可動棚がロック状態の際、震度5以上の揺れを感知するとロックを解除して収納
物の落下を防ぐ機構の設定が可能であること。
（６）地震などの場合、棚の転倒のおそれがないように棚上部に棚の動きを遊動的に保つ
ガイドローラー付上部転倒防止装置を有する構造であること。
（７）台枠に棚間衝突防止ゴムを取付けること。
（８）車輪の両側に制震ゴムを装着し、地震時の連方向の揺れを吸収緩和させる免震車輪
構造であること。または同等の機能を有すること。

８　電源供給
　　電源については、既存の電源を流用すること。

９　既存移動棚の撤去
　　ハンドル式移動棚の設置に際し、既存の電動式移動棚の解体、撤去を行うこと。また、
撤去した棚は、責任をもって適切に処分すること。

10　保証
設置後1年以内に発生した故障は保証期間とし、無償で速やかに修復すること。

11　その他
（１）仕様書及び図面に明示されていない事項であっても必要と認められる事項につい
ては、誠意をもって対処すること。
（２）仕様書に明示されていない事項で疑義を生じた場合は発注者及び受注者が協議の
上、これを定めるものとする。
（３）事業実施にあたっては、あらかじめ現地調査を行った上で工程表を提出し、発注者
の指示に従い施工すること。
（４）施工にあたっては、庁舎の業務への支障や来庁者への影響を防止するため、可能な
限り閉庁日（土曜日、日曜日、祝日等）に行うこと。なお、具体的な作業日時を決
定するにあたっては、事前に発注者と十分協議を行い、承認を得ること。
（５）搬出、搬入、設置の際は建物、設備等を破損しないよう必要に応じて養生すること。
なお、損傷を与えた場合には受注者の負担により現状復旧をすること。
